
江東区指定公衆喫煙所設置等経費助成金交付要綱 

令和８年６月２６日 

８江環環第４５６号 

（目的） 

第１条 この要綱は、指定公衆喫煙所（江東区（以下「区」という。）が公衆

喫煙所として指定した一般に開放する喫煙場所をいう。以下同じ。）の適正

な管理に必要な事項を定めるとともに、指定公衆喫煙所を設置又は改修する

者に対し、指定公衆喫煙所の設置又は改修に要する費用（以下「設置等経費」

という。）の一部を助成することにより、区民の快適な生活環境を保全する

ことを目的とする。 

（助成対象者） 

第２条 助成対象者は、指定公衆喫煙所を設置又は改修する者であって、国、

独立行政法人及び地方公共団体以外の者で、次の各号のいずれかに該当する

ものとする。 

(1) 区内の土地又は建物を所有する者で、直近の法人住民税（個人にあって

は住民税）を滞納していない者 

(2) 区内の土地又は建物を使用する権原を有する者で、直近の法人住民税

（個人にあっては住民税）を滞納していない者 

(3) 前２号に掲げる者のほか、区長が必要と認める者 

（助成対象となる指定公衆喫煙所） 

第３条 助成対象となる指定公衆喫煙所は、次の各号のいずれにも該当するも

のとする。 

(1) 一般に開放し、かつ、無料で利用できること。 

(2) おおむね１日８時間以上かつ週５日以上運営すること。 

(3) 専ら喫煙のために利用されることを目的としていること。 

(4) 当該指定公衆喫煙所の供用開始日から５年間継続して運営すること。 

(5) 法令に抵触せず、公序良俗に反しない形態及び運営であること。 

(6) 江東区歩行喫煙等の防止に関する条例（平成２１年３月江東区条例第９

号）第８条に規定する禁煙重点地区及びその周辺、駅周辺等の人通りの多

い場所又は区長が特に必要であると認める場所にあること。 



(7) 受動喫煙の防止に十分配慮した場所にあること。 

(8) 指定公衆喫煙所の運営を開始することについて、指定公衆喫煙所に隣接

する建物（隣接する建物と同等の影響を受けると認められる建物を含む。）

の居住者、テナント等及び当該場所の区域の町会等に周知し、理解を得ら

れていること。 

(9) 区の指定公衆喫煙所として指定を受け、区ホームページ等で公開するこ

とに同意すること。 

(10) 別表第１に定める基準を満たした設備であること。 

(11) 屋外から見える場所及び指定公衆喫煙所の出入口に、当該場所が指定公

衆喫煙所であること及び２０歳未満の者の立入りが禁止されていることが

分かる標識を掲示すること。この場合において、掲示する標識は、外国人

を含め、誰でもその内容が理解できるものとするよう十分留意すること。 

(12) 区からの求めがあった場合は、指定公衆喫煙所内に喫煙の健康への影響

に係る啓発及び禁煙希望者への支援に係る案内の掲示等を行うこと。 

（助成対象経費） 

第４条 助成対象経費は、設置等経費のうち、別表第２に定める経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表第２に定める経費について国、東京都、区、

企業等から同種の助成金等が支払われている場合は、その金額を差し引いた

額を助成対象経費とする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、別表第２により算出した額とし、予算の範囲内で交付

する。 

２ 助成金の額は、１，０００円単位とし、１，０００円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てる。 

（指定及び交付の申請） 

第６条 指定公衆喫煙所の指定及び助成金の交付（江東区指定公衆喫煙所維持

管理経費助成金交付要綱（令和７年６月３０日７江環環第５０４号。以下

「維持管理要綱」という。）第７条第１項の規定により指定を受けた助成対

象者（以下「指定助成対象者」という。）にあっては、助成金の交付）を受

けようとする助成対象者（以下「申請者」という。）は、江東区指定公衆喫



煙所に係る指定申請書兼設置等経費助成金交付申請書（別記第１号様式）に、

次に掲げる書類を添えて、区長に申請しなければならない。ただし、維持管

理要綱第６条の規定に基づき指定公衆喫煙所の指定及び助成金の交付の申請

をした場合は、当該申請時に提出した書類の添付を省略することができる。 

(1) 指定公衆喫煙所運営計画書（別記第２号様式） 

(2) 指定公衆喫煙所を設置する建物又は土地の所有者にあっては、発行後３

月以内の登記事項証明書 

(3) 指定公衆喫煙所を設置する建物又は土地の賃借者にあっては、賃貸借契

約書の写し 

(4) 土地又は建物の全部又は一部の使用者にあっては、当該土地又は建物に

指定公衆喫煙所を設置することについての所有者同意書（別記第３号様式） 

(5) 指定公衆喫煙所の位置及び周辺区域の状況を明らかにした図面 

(6) 指定公衆喫煙所の面積、仕様、換気扇等の設備及び排気先の位置を示す

もの（以下「図面等」という。）その他指定公衆喫煙所の詳細を確認でき

る書類 

(7) 指定公衆喫煙所を設置する前の設置場所の写真 

(8) 設置等経費の見積書の写し 

(9) 国、東京都、区、企業等から同種の助成金等が支払われている場合にあ

っては、その内容及び内訳が分かる書類 

(10) 指定公衆喫煙所の運営を開始することについて、指定公衆喫煙所の所在

地に隣接する建物の居住者、テナント等及び当該場所の区域の町会等に周

知し、理解を得たことが分かる承諾書（別記第４号様式） 

(11) 直近の法人住民税（個人にあっては住民税）を滞納していないことが分

かる書類 

(12) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、指定公衆喫煙所の設置又は改修工事期間の初日

の３０日前までの日（当該日が江東区の休日を定める条例（平成元年３月江

東区条例第１号）第１条第１項に規定する休日に当たるときは、当該日以前

で直近の開庁日）までに行うものとする。 

（指定及び交付の決定） 



第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは江東区指定公衆喫煙所に係る指定通知書兼設置等経費助

成金交付決定通知書（別記第５号様式）により、不適当と認めるときは江東

区指定公衆喫煙所に係る不指定通知書兼設置等経費助成金交付申請却下通知

書（別記第６号様式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の交付決定に際し、必要な条件を付すことができる。 

（取下げ） 

第８条 前条の規定により指定公衆喫煙所の指定及び助成金の交付決定（指定

助成対象者にあっては、助成金の交付決定）を受けた申請者（以下「助成決

定者」という。）は、助成金の交付決定の内容又はこれに付された条件に対

して不服があり、助成金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定

の通知を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出す

るものとする。 

（変更等の申請及び承認） 

第９条 助成決定者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに江東

区指定公衆喫煙所設置等経費助成金に係る変更（中止・廃止）承認申請書

（別記第７号様式。以下「変更等申請書」という。）を提出し、あらかじめ

区長の承認を得なければならない。 

(1) 申請内容又は助成対象経費を変更しようとするとき（軽微なものを除

く。）。 

(2) 指定公衆喫煙所の設置を中止しようとするとき。ただし、区長が特に認

めるときは、この限りでない。 

(3) 指定公衆喫煙所を廃止するとき。ただし、区長が特に認めるときは、こ

の限りでない。 

２ 前項第３号の場合において、助成決定者は、指定公衆喫煙所を廃止する日

の３０日前までに変更等申請書を区長に提出しなければならない。 

３ 区長は、変更等申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と

認めるときは、江東区指定公衆喫煙所設置等経費助成金に係る変更（中止・

廃止）承認通知書（別記第８号様式）により、助成決定者に通知するものと

する。 



（実績報告） 

第１０条 助成決定者は、江東区指定公衆喫煙所設置等実績報告書（別記第９

号様式）に次に掲げる書類を添えて、区長が指定する期日までに、区長に報

告しなければならない。 

(1) 設置等経費の内訳が記載された書類の写し 

(2) 設置等経費の領収書等の写し 

(3) 指定公衆喫煙所の図面等（第６条の規定により申請した内容から変更が

あった場合に限る。） 

(4) 指定公衆喫煙所の設置又は改修を完了したことが確認できる全景及び主

要部分の写真 

(5) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（額の確定） 

第１１条 区長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、当該実

績報告書の内容を審査し、当該報告に係る成果がこの交付決定の内容及びこ

れに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき助成金の額を確定し、

江東区指定公衆喫煙所設置等経費助成金交付額確定通知書（別記第１０号様

式）により、助成決定者に通知する。 

（是正のための措置） 

第１２条 区長は、前条の規定による審査の結果、助成金の交付決定の内容又

はこれに付した条件に適合しないと認めるときは、助成決定者に対し、これ

に適合させるための措置をとるべきことを命ずることができる。 

（助成金の請求及び交付） 

第１３条 第１１条の規定により助成金の額の確定を受けた助成決定者は、速

やかに江東区指定公衆喫煙所設置等経費助成金交付請求書兼口座振替依頼書

（別記第１１号様式）により、区長に助成金の交付を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに助成金を交付す

るものとする。 

（指定及び交付決定の取消し） 

第１４条 区長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、指定公衆喫煙所の指定又は助成金の交付決定の全部若しくは一部を取り



消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

(2) 助成金を他の用途に使用したとき。 

(3) 第２条に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

(4) 第３条各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

(5) 指定公衆喫煙所の設置又は改修を中止したとき。 

(6) 指定公衆喫煙所の供用開始日から５年以内に指定公衆喫煙所を廃止した

とき。 

(7) 助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により指定公衆喫煙所の指定及び助成金の交付決定の

全部又は一部を取り消したときは、江東区指定公衆喫煙所設置等経費助成金

交付決定等取消通知書（別記第１２号様式）により、助成決定者に通知する。 

（助成金の返還） 

第１５条 区長は、前条の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に助成決定者に助成

金を交付しているときは、江東区指定公衆喫煙所設置等経費助成金返還命令

書（別記第１３号様式）により期限を定めて返還を命じなければならない。 

２ 前項の規定による助成金の返還に係る違約加算金及び延滞金の取扱いにつ

いては、江東区補助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規則第２４号）

の定めるところによる。 

３ 前条第１項第６号の規定により助成金の交付決定を取り消した場合におけ

る指定公衆喫煙所の設置等経費に係る助成金の返還額は、指定公衆喫煙所の

供用開始日から指定公衆喫煙所を廃止した日までの経過期間に応じて、別表

第３により算出した額とする。 

（点検等） 

第１６条 助成決定者は、当該指定公衆喫煙所について、毎年１回以上、第３

条各号に掲げる要件の適合について点検を行うものとする。 

２ 助成決定者は、前条の規定により点検を行い、第３条各号に掲げる要件に

適合していないと認めるときは、速やかに改修その他必要な措置を講じなけ

ればならない。 



３ 助成決定者は、指定公衆喫煙所内及びその周辺の清掃等を行い、適切な管

理を実施して清潔を保持しなければならない。 

４ 助成決定者は、火災等の発生がないよう、安全管理に十分努めなければな

らない。 

（検査） 

第１７条 区長は、指定公衆喫煙所の適正な管理運営を確保するため必要があ

ると認めるときは、助成決定者に対し、管理運営の状況に関し報告をさせ、

又は区職員その他区長が指定する者に、管理運営の状況を検査させることが

できる。 

２ 助成決定者は、前項の規定による検査を求められたときは、協力しなけれ

ばならない。 

（台帳） 

第１８条 区長は、指定公衆喫煙所の名称、所在地その他管理に必要な事項を

江東区指定公衆喫煙所台帳（別記第１４号様式）に記載するものとする。 

（調査） 

第１９条 区長は、指定公衆喫煙所の運営等について必要な調査を行い、又は

助成決定者に対して資料の提出を求めることができる。 

（苦情等対応） 

第２０条 助成決定者は、運営する指定公衆喫煙所に関する苦情等について、

自らの費用及び責任で対応するものとする。 

（委任） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、

環境清掃部長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和８年７月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

設備の要件 

１ 屋内型、屋外コンテナ型又は屋外トレーラー型で、次に掲げる要件を

満たすものであること。 



屋内型 (1) 壁及び天井で囲まれた閉鎖型の構造物であること。 

(2) 出入口において、指定公衆喫煙所内に向かう風速が

０．２ｍ／秒以上であること。 

屋外コン

テナ型 

屋外トレ

ーラー型 

(1) 壁及び天井で囲まれた閉鎖型の構造物であること。 

(2) 建物の入口及び窓を人通りの多い区域から可能な限り

離す等、周囲の状況に配慮されていること。 

２ たばこの煙を可能な限り吸引し、屋外に排出することができる排気装

置、脱臭機等が設置され、かつ、排出したたばこの煙及び臭いが近隣の

居住施設及び人通りの多い区域に流入しないよう配慮されていること。 

３ 出入口に扉を設けていること。 

４ 収容可能人数が２名以上であること。 

５ 法令等で規定する基準を満たしたものであること。 

別表第２（第４条、第５条関係） 

助成対象経費 助成率 上限額 回数 

設

置

等

経

費 

工事費（既存施設の改修費

を含む。）、設備費、備品

購入費、機械装置の購入又

は借用に要する経費その他

区長が指定公衆喫煙所の設

置等に必要と認める経費 

１０分の１０ １，０００万円 １回 

※ 助成対象経費の内訳が明確でない場合は、賃貸借契約書等に基づき、指

定公衆喫煙所が占める面積で按分した額とする。 

別表第３（第１５条関係） 

経過期間 返還額 

４年以上５年未満 設置等経費に係る助成額の５分の１に相当する額 

３年以上４年未満 設置等経費に係る助成額の５分の２に相当する額 

２年以上３年未満 設置等経費に係る助成額の５分の３に相当する額 

１年以上２年未満 設置等経費に係る助成額の５分の４に相当する額 



１年未満 設置等経費に係る助成額の全額 

※ １円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

  



 



 

  



 

  







 



 





 











 



 



 

 


